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＜現行制度＞ 想定利回りを示す場合には、予測である旨を表示して広告すること。

＜現行制度＞ 対象不動産の取得価格については、算定方法及び不動産鑑定評価の有無（不動産鑑定評価を取得している場合は、
当該不動産鑑定評価額）を説明。

＜現行制度＞ 利害関係人取引がある場合は、利害関係人の名称、所在地、取引の額・内容を説明。

一般投資家の参加拡大を踏まえた不動産特定共同事業のあり方についての中間整理（案） 資料４

不動産特定共同事業の一般投資家数の推移（運用中商品）

一般投資家
参加者数
3.4万人

0.7万人
（21.4%）

2.7万人
（78.6%）

クラウドファンディング事業 非クラウドファンディング事業

一般投資家
参加者数
29.7万人

20万人
（67.2%）

9.7万人
（23.8%）

2019年 2023年

※出典:国土交通省「不動産証券化の実態調査」より作成
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一般投資家の参加拡大を踏まえた不動産特定共同事業のあり方についての中間整理（案）

＜現行制度＞ 財産管理報告書では、運用期間中に行った不動産取引の内容、取引により生じた収支、財産の状況等を説明。

＜現行制度＞ 対象不動産の売却価格等を不動産鑑定評価額に即した価格とすることについては、特段定められていない。

＜現行制度＞ 出資金の使途に関する説明事項は特段定められていない。

＜現行制度＞ 開発・改修の事業費やスケジュールなどに関する説明事項は特段定められていない。
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一般投資家の参加拡大を踏まえた不動産特定共同事業のあり方についての中間整理（案）


